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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 59,211 64,566 68,140 140,461 155,703 

経常利益（百万円） 877 1,463 1,064 3,030 3,786 

中間(当期)純利益（百万円） 453 852 685 1,580 2,270 

純資産額（百万円） 16,047 17,799 19,718 16,992 19,109 

総資産額（百万円） 37,830 41,118 43,063 39,829 45,719 

１株当たり純資産額（円） 1,335.24 1,481.29 1,641.15 1,413.96 1,590.44 

１株当たり中間(当期)純利益金額

（円） 
37.71 70.93 57.07 131.53 188.97 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 42.4 43.3 45.8 42.7 41.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
633 △371 △2,099 3,239 1,631 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△111 △245 △1,160 △45 △689 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△151 △153 △2,067 △274 △306 

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高（百万円） 
6,296 8,075 4,151 8,845 9,480 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数、1日7.5時

間換算〕（人） 

560 

〔154〕

597 

〔151〕

761 

〔258〕

566 

〔140〕

607 

〔180〕



(2)提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 58,272 63,913 58,194 138,647 154,255 

経常利益（百万円） 843 1,528 970 3,005 3,868 

中間(当期)純利益（百万円） 487 912 574 1,570 2,188 

資本金（百万円） 2,751 2,751 2,751 2,751 2,751 

発行済株式総数（株） 12,025,000 12,025,000 12,025,000 12,025,000 12,025,000 

純資産額（百万円） 16,403 18,163 19,832 17,303 19,331 

総資産額（百万円） 37,660 40,917 41,402 39,579 45,451 

１株当たり純資産額（円） 1,364.89 1,511.56 1,650.61 1,439.88 1,608.85 

１株当たり中間(当期)純利益金額

（円） 
40.59 75.96 47.81 130.68 182.14 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり配当額（円） 10.0 12.5 15.0 22.5 27.5 

自己資本比率（％） 43.6 44.4 47.9 43.7 42.5 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数、1日7.5時

間換算〕（人） 

488 

〔107〕

517 

〔110〕

560 

〔147〕

493 

〔101〕

528 

〔130〕



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、主要な関係会社につきましては「３ 関係会社の状況」に記載のとおり異動がありました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２．特定子会社に該当しております。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は

〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人数（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ154名増加しましたのは、主として株式会社モリガングの株式を取得

し、当社の連結子会社にしたことによるものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は〔 〕内に当中間会計期間の平均人数

（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業内容 
議決権の所有 
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

  株式会社モリガング 

  （注）２ 

大阪府茨木市  499 
玩具事業 

 ビデオゲーム事業 
 100.0  

玩具及びビデオゲームハ

ード、ソフト等を販売し

ている 

資金援助あり 

役員の兼任あり 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

玩具事業 371  〔161〕 

映像関連事業 151  〔 44〕 

ビデオゲーム事業 94  〔 29〕 

アミューズメント事業 51  〔  8〕 

その他事業 32  〔 14〕 

全社(共通) 62  〔  2〕 

合計 761  〔258〕 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 560  〔147〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に加え、個人消費の増加や雇用情勢も

改善に広がりが見られ、緩やかながらも景気は回復基調で推移いたしました。 

 当社グループの関連業界におきましては、玩具市場では、少子化や消費者ニーズの多様化などにより、引続き厳し

い市場環境で推移しております。当社グループにおきましても、リード商材の不足等により厳しい状況で推移いたし

ました。映像関連につきましては、大型作品の不在や低価格化傾向等によりＤＶＤビデオ市場に停滞感が見られ、特

に販売用ＤＶＤビデオは苦戦を強いられております。 

 このような状況の中で、当社グループは事業環境の急速な変化に対応し得る強固なグループ経営体制づくりを通じ

て利益体質への変革を図るために、様々な施策に取組みました。 

 戦略的施策といたしまして、平成18年６月19日に関西地区を基盤とした株式会社モリガングの株式を取得し、子会

社化いたしました。これにより、当社グループの事業拡大及び高いシナジー効果の発揮を目指し、更なる経営基盤の

拡充を図ります。 

 営業施策面におきましては、玩具事業で推進してまいりました積極的な業務改革を映像関連事業でも推進し、利益

率の向上を図っております。また、将来の良質な自社コンテンツ作品や独占販売権を獲得するために、積極的な投資

を行ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は681億４千万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は８億７千７百万円

（同35.9％減）、経常利益は10億６千４百万円（同27.3％減）、中間純利益は６億８千５百万円（同19.6％減）とな

りました。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

玩具事業 

 中核事業であります当事業では、厳しい市場環境の中、バンダイ「轟轟戦隊ボウケンジャー」をはじめとした男児

キャラクター商材は堅調に推移しているものの、リード商材の不足等により女児玩具は低調に推移いたしました。 

 利益面に関しては、利益率の高い商材の売上が大幅に減少し、前年同期を下回りました。  

 この結果、売上高は255億８千１百万円（同1.3％増）、営業利益は７億１千５百万円（同53.4％減）となりまし

た。 

映像関連事業 

 インターネット通販向け販売は引続き好調に推移しているものの、当社グループの販路におきましては、専門店を

中心とした販売が大幅に減少し、低調に推移いたしました。 

 利益面に関しては、アニメ作品を中心とした利益率の高い独占販売作品が堅調に推移したことや在庫処分の減少に

より、前年同期を上回りました。  

 この結果、売上高は217億６千５百万円（同12.9％減）、営業利益は３億９千６百万円（同105.8％増）となりまし

た。 

ビデオゲーム事業 

 前期発売された次世代ゲーム機「Ｘｂｏｘ360」は、ビッグタイトルの不足等により当初見込みまでの販売には至

らなかったものの、「ニンテンドーＤＳ」、「ＰＳＰ」などの携帯ゲーム機が好調に推移し、売上・利益とも前年同

期を大幅に上回りました。 

 この結果、売上高は144億６千３百万円（同73.9％増）、営業利益は１億９千４百万円（同108.4％増）となりまし

た。 

アミューズメント事業 

 当事業におきましては、玩具自動販売機商材の市場状況は厳しいものの、昨年来よりキッズカードゲーム機が主力

商材として大きく貢献し、中でも「データカードダス たまごっちカップ」、「データカードダス ドラゴンボール

Ｚ」（共にバンダイ）が好調に推移し、前年同期を上回りました。 

 この結果、売上高は33億６千２百万円（同16.9％増）、営業利益は１億４千３百万円（同62.0％増）となりまし

た。 



その他事業 

 トレーディングカードでバンダイ「ドラゴンボール 超ＣＡＲＤ」等の一部ヒット商品はあったものの、主力のコ

ンビニエンスストア向け販売は総じて低調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は29億６千７百万円（同5.6％減）、営業利益は８千万円（同0.7％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ39

億２千３百万円減少（前連結会計年度末に比べ53億２千８百万円減少）し、41億５千１百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は20億９千９百万円の減少（前年同期は３億７千１百万円の減少）となりました。その主な要

因は、税金等調整前中間純利益10億６千４百万円を計上したものの、映像関連事業を中心に自社コンテンツ制作や独

占販売権獲得のための投資を行ったことにより前渡金が７億８千４百万円増加したことや、法人税等の支払10億８千

１百万円を行ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は11億６千万円の減少（前年同期は２億４千５百万円の減少）となりました。その主な要因

は、株式会社モリガングの子会社化に伴う支出８億１千２百万円及び無形固定資産の取得２億４千１百万円によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により減少した資金は20億６千７百万円（前年同期は１億５千３百万円の減少）となりました。その主な

要因は、金融機関からの長期借入金18億８千７百万円の返済と、配当金の支払１億８千万円によるものであります。

 

 

 なお、当中間連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、当中間連結会計期間末日を期日とする資金決済は

翌金融機関営業日に行われております。その影響額は４億３千２百万円であり、当中間連結会計期間末日に決済が行

われたと仮定した場合には、連結ベースの資金の残高は37億１千９百万円となります。なお影響額については、翌金

融機関営業日における入・出金額の実績を基に算出しております。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

玩具事業（百万円） 21,851 101.3 

映像関連事業（百万円） 19,198 82.9 

ビデオゲーム事業（百万円） 13,256 166.8 

アミューズメント事業（百万円） 2,877 113.8 

その他事業（百万円） 2,394 90.4 

合計（百万円） 59,578 102.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

玩具事業（百万円） 25,581 101.3 

映像関連事業（百万円） 21,765 87.1 

ビデオゲーム事業（百万円） 14,463 173.9 

アミューズメント事業（百万円） 3,362 116.9 

その他事業（百万円） 2,967 94.4 

合計（百万円） 68,140 105.5 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

アマゾン・ドット・コム インターナ

ショナル セールスインク 
9,254 14.3 10,481 15.4 

日本トイザらス㈱ 6,644 10.3 5,192 7.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発活動は、主に玩具事業において、オリジナルブランドによる玩具の商品開発を行っ

ており、当中間連結会計期間においては、研究開発費として２百万円計上しております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,000,000 

計 32,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月18日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,025,000 12,025,000 東京証券取引所市場第一部 － 

計 12,025,000 12,025,000 － － 

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 
発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減

額（百万円） 
資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 12,025,000 － 2,751 － 2,775 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．株式会社三井住友銀行は当社の株式338千株を退職給付信託の信託財産に拠出したため、現在は当社の株式

を保有しておりませんが、議決権の指図権を留保しております。 

    ２．バークレイズ・グローバル・インベスター信託銀行株式会社及びその共同保有者であるバークレイズ・グロ

ーバル・インベスター株式会社、バークレイズ・グローバル・インベスターズ，エヌ・エイ、バークレイズ・

グローバル・インベスターズ・リミテッド、バークレイズ・バンク・ピーエルシー、バークレイズ・キャピタ

ル・セキュリティーズ・リミテッド、バークレイズ・キャピタル証券株式会社並びにバークレイズ・キャピタ

ル・インクから、平成18年６月30日付の大量保有報告書等の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のと

おり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社バンダイナムコホー

ルディングス 
東京都港区港南二丁目16番２号 2,910 24.20 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,309 10.89 

河合 洋 東京都墨田区 600 4.99 

有限会社オリエント 大阪府大阪市城東区東中浜五丁目８番16号 413 3.43 

井平 康彦 大阪府枚方市 390 3.24 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 345 2.86 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（三井アセット信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口）（注） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 338 2.81 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 278 2.31 

ハピネット社員持株会 東京都台東区駒形二丁目４番５号 212 1.76 

株式会社サンリバー 東京都墨田区向島五丁目31番２号 203 1.69 

計 － 7,000 58.21 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券等保有
割合 
（％） 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスター信託銀行株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 株式  24,600 0.20 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスター株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 株式  422,600 3.51 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ，エヌ・エイ 

米国カリフォルニア州サンフランシ

スコ市フリーモント・ストリート45 
株式  87,200 0.73 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・

コート１ 
株式  26,600 0.22 

バークレイズ・バンク・ピーエ

ルシー 

英国ロンドン市チャーチル・プレイ

ス１ 
株式   6,800 0.06 

バークレイズ・キャピタル・セ

キュリティーズ・リミテッド 

英国ロンドン市カナリーワーフ ノ

ース・コロネード５ 
株式  26,900 0.22 

バークレイズ・キャピタル証券

株式会社 

東京都千代田区大手町二丁目２番２

号 
株式  23,400 0.19 

バークレイズ・キャピタル・イ

ンク 

米国コネチカット州ハートフォード

コマーシャル・プラザシーテー・コ

ーポレーションシステム 

株式  12,600 0.10 



    ３．バークレイズ・グローバル・インベスター信託銀行株式会社及びその共同保有者であるバークレイズ・グロ

ーバル・インベスター株式会社、バークレイズ・グローバル・インベスターズ，エヌ・エイ、バークレイズ・

グローバル・インベスターズ・リミテッド並びにバークレイズ・バンク・ピーエルシーから、平成18年９月30

日付の大量保有報告書等の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております

が、当該株式に係る議決権１個については、「議決権の数」の欄からは除いております。 

②【自己株式等】 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券等保有
割合 
（％） 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスター信託銀行株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 株式  28,500 0.24 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスター株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 株式  454,700 3.78 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ，エヌ・エイ 

米国カリフォルニア州サンフランシ

スコ市フリーモント・ストリート45 
株式 104,200 0.87 

バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・

コート１ 
株式  26,600 0.22 

バークレイズ・バンク・ピーエ

ルシー 

英国ロンドン市チャーチル・プレイ

ス１ 
株式   6,700 0.06 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    9,700  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,928,400 119,283 － 

単元未満株式 普通株式      86,900 － － 

発行済株式総数 12,025,000 － － 

総株主の議決権 － 119,283 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ハピネット 
東京都台東区駒形 

二丁目４番５号 
9,700 － 9,700 0.08 

計 － 9,700 － 9,700 0.08 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,720 3,440 2,820 2,565 2,635 2,500 

最低（円） 3,320 2,705 2,050 2,220 2,295 2,205 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

   なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     8,075 4,151   9,480 

２．受取手形及び売掛
金 

※２   19,345 20,339   21,721 

３．たな卸資産     6,048 7,367   5,163 

４．前渡金     2,269 4,199   3,414 

５．繰延税金資産     728 579   798 

６．未収入金     675 574   822 

７．その他     206 265   208 

８．貸倒引当金     △46 △32   △39 

流動資産合計     37,303 90.7 37,443 86.9   41,569 90.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物   905   1,013 903   

減価償却累計額   △540 365 △521 491 △555 347 

(2）機械装置及び運搬
具 

  885   892 888   

減価償却累計額   △472 412 △552 340 △516 371 

(3）工具器具備品   466   590 531   

減価償却累計額   △306 160 △328 261 △313 217 

(4）土地     233 547   233 

有形固定資産合計     1,172 2.9 1,641 3.8   1,170 2.6

２．無形固定資産     581 1.4 ― ―   776 1.7

(1）のれん     ― 621   ― 

(2）その他     ― 833   ― 

無形固定資産合計     ― ― 1,454 3.4   ― ―

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※１   1,262 1,580   1,393 

(2）長期前払費用     6 6   5 

(3）差入保証金     469 521   469 

(4）会員権     51 56   51 

(5）繰延税金資産     248 218   257 

(6）その他     115 325   108 

(7）貸倒引当金     △91 △183   △83 

投資その他の資産合計     2,062 5.0 2,524 5.9   2,203 4.8

固定資産合計     3,815 9.3 5,620 13.1   4,150 9.1

資産合計     41,118 100.0 43,063 100.0   45,719 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※１ 
※２ 

  18,742 18,539   20,077 

２．未払金     1,694 1,987   2,375 

３．未払法人税等     587 215   1,095 

４．未払消費税等     75 80   266 

５．賞与引当金     312 372   653 

６．ポイント引当金     18 29   33 

７．その他     311 456   477 

流動負債合計     21,741 52.9 21,681 50.3 50.3 24,978 54.6

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金     859 952   917 

２．預り保証金     707 698   706 

３．繰延税金負債     ― 7   ― 

４．連結調整勘定     10 ―   8 

５．負ののれん     ― 5   ― 

固定負債合計     1,577 3.8 1,662 3.9   1,631 3.6

負債合計     23,319 56.7 23,344 54.2   26,610 58.2

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,751 6.7 ― ―   2,751 6.0

Ⅱ 資本剰余金     2,776 6.7 ― ―   2,776 6.1

Ⅲ 利益剰余金     11,965 29.1 ― ―   13,233 28.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    316 0.8 ― ―   361 0.8

Ⅴ 自己株式     △10 △0.0 ― ―   △12 △0.0

資本合計     17,799 43.3 ― ―   19,109 41.8

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    41,118 100.0 ― ―   45,719 100.0 

          

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    ― ―  2,751 6.4  ― ― 

２ 資本剰余金    ― ―  2,776 6.4  ― ― 

３ 利益剰余金    ― ―  13,738 31.9  ― ― 

４ 自己株式    ― ―  △13 △0.0  ― ― 

株主資本合計    ― ―  19,253 44.7  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   ― ―  465 1.1  ― ― 

評価・換算差額等合
計 

   ― ―  465 1.1  ― ― 

純資産合計    ― ―  19,718 45.8  ― ― 

負債純資産合計    ― ―  43,063 100.0  ― ― 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     64,566 100.0 68,140 100.0   155,703 100.0 

Ⅱ 売上原価     56,252 87.1 59,414 87.2   137,279 88.2

売上総利益     8,313 12.9 8,725 12.8   18,423 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．倉庫寄託料   974   845 1,827   

２．運賃   954   1,085 2,139   

３．販売促進費   573   504 1,163   

４．給料手当及び役員
報酬 

  2,197   2,843 4,711   

５．賞与   30   8 339   

６．賞与引当金繰入額   312   328 657   

７．退職給付費用   63   93 171   

８．旅費交通費   182   246 382   

９．通信費   71   73 139   

10．消耗品費   131   206 303   

11．支払家賃   420   513 872   

12．リース料   111   68 188   

13．減価償却費   200   171 408   

14．のれん償却額   ―   85 ―   

15．貸倒引当金繰入額   1   ― ―   

16．ポイント引当金繰
入額 

  18   14 33   

17．連結調整勘定償却
額 

  8   ― 16   

18．その他   693 6,943 10.8 758 7,848 11.5 1,600 14,953 9.6

営業利益     1,369 2.1 877 1.3   3,470 2.2

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   0 0   

２．受取配当金   11   13 17   

３．業務受託料収入   47   187 231   

４．連結調整勘定償却
額 

  2   ― 5   

５．負ののれん償却額   ―   2 ―   

６．その他   35 97 0.2 28 232 0.3 66 321 0.2

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   0   35 0   

２．その他   3 3 0.0 10 45 0.1 4 5 0.0

経常利益     1,463 2.3 1,064 1.6   3,786 2.4

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益 

  ―   ― 9   

２．貸倒引当金戻入益   ―   8 5   

３．営業補償金収入   50   ― 50   

４．固定資産処分損引
当金戻入益 

  7 57 0.1 ― 8 0.0 7 73 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※１ 2   7 7   

２．投資有価証券売却
損 

  6   0 6   

３．投資有価証券評価
損 

  46 55 0.1 ― 7 0.0 46 60 0.0

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    1,465 2.3 1,064 1.6   3,799 2.4

法人税、住民税及び事
業税 

  538   193 1,563   

法人税等調整額   73 612 0.9 184 378 0.6 △35 1,528 1.0

少数株主利益     ― ― 0 0.0   ― ―

中間（当期）純利益     852 1.3 685 1.0   2,270 1.5

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結株主資本等変動計算書 

  当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,776   2,776

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益   0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末)  
残高 

  2,776   2,776

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,263   11,263

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間（当期）純利益   852 852 2,270 2,270

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  配当金   150 150 300 300

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末)  
残高 

  11,965   13,233

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,751 2,776 13,233 △12 18,748 361 361 19,109 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）     △180   △180     △180 

中間純利益     685   685     685 

自己株式の取得       △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          104 104 104 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― 505 △0 504 104 104 609 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,751 2,776 13,738 △13 19,253 465 465 19,718 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．税金等調整前中間（当期） 
純利益 

  1,465 1,064 3,799

２．減価償却費   200 171 408

３．連結調整勘定償却額   5 ― 11

４．のれん償却額   ― 82 ―

５．貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  1 △8 △14

６．賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  △178 △291 161

７．退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

  40 34 98

８．受取利息及び受取配当金   △11 △14 △17

９．支払利息   0 35 0

10．固定資産除売却損益 
（除売却益：△） 

  2 7 7

11．投資有価証券売却損益 
（売却益：△） 

  6 0 △3

12．投資有価証券評価損   46 ― 46

13．固定資産処分損引当金戻入益   △7 ― △7

14．売上債権の増減額(増加：△)   △842 3,487 △3,216

15．たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △1,619 △1,481 △734

16．前渡金の増減額(増加：△)   134 △784 △1,010

17．仕入債務の増減額(減少：△)   1,113 △2,707 2,449

18．未収入金の増減額(増加：△)   268 273 117

19．未払金の増減額（減少：△）   147 △539 799

20．未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  △208 △186 △18

21．その他資産の増減額 
（増加：△） 

  △18 △65 △16

22．その他負債の増減額 
（減少：△） 

  △32 △76 168

小計   514 △997 3,030

23．利息及び配当金の受取額   11 14 17

24．利息の支払額   △0 △35 △0

25．法人税等の支払額   △896 △1,081 △1,415

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △371 △2,099 1,631

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．有形固定資産の取得による支
出 

  △54 △155 △142

２．無形固定資産の取得による支
出 

  △105 △241 △420

３．投資有価証券の取得による支
出 

  △104 △9 △161

４．投資有価証券の売却による収
入 

  20 60 30

５．出資金の返還による収入   ― 0 ―

６．連結範囲の変更を伴う子会社
株式の取得による支出 

― △804 ―

７．子会社株式の取得による支出   ― △8 ―

８．貸付金の回収による収入   0 ― 6

９．その他の投資活動による増減
額 

  △0 △0 △2

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △245 △1,160 △689

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．一年以内長期借入金の返済に
よる支出 

  ― △100 ―

２．長期借入金の返済による支出   ― △1,787 ―

３．自己株式の売却による収入   0 ― 0

４．自己株式の取得による支出   △3 △0 △5

５．配当金の支払額   △150 △180 △301

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △153 △2,067 △306

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
(減少額：△) 

  △770 △5,328 634

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,845 9,480 8,845

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 
期末(期末)残高 

※１ 8,075 4,151 9,480

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社５社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

 子会社６社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

 子会社５社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

   国内連結子会社……４社  国内連結子会社……５社  国内連結子会社……４社 

  ㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

イー・ショッピング・トイズ

㈱ 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス西日本 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。なお、総資

産、売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から

除外しております。 

㈱モリガング 

㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

㈱ハピネット・オンライン 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

 上記のうち、㈱モリガングにつ

きましては、平成18年６月19日に

株式を取得したことにより支配獲

得をしたものであります。 

 ㈱ハピネット・オンラインにつ

きましては、平成18年７月１日に

イーショッピング・トイズ㈱が社

名変更したものであります。 

 ㈱ハピネット・エーエムサービ

スにつきましては、平成18年４月

１日に㈱ハピネット・エーエムサ

ービス西日本が社名変更したもの

であります。 

 サイトロン・デジタルコンテン

ツ㈱につきましては、平成18年９

月20日に会社を清算結了いたしま

したが、清算結了時までの損益計

算書については連結しておりま

す。 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。なお、総資

産、売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から

除外しております。 

㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

イー・ショッピング・トイズ

㈱ 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス西日本 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。なお、総資

産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外

しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、㈱ベストハートの１社

であります。また、持分法を適用

していない関連会社は平成17年９

月21日に新たに設立された㈱スパ

イスレコーズ１社であります。い

ずれも、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 持分法を適用していない非連結

子会社㈱ベストハートにつきまし

ては、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外

しております。 

 ㈱スパイスレコーズにつきまし

ては、当社持分が25.0％から

10.0％に減少したため、当中間連

結会計期間より関連会社に該当し

ないこととなりました。 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、㈱ベストハートの１社

であります。また、持分法を適用

していない関連会社は平成17年９

月21日に新たに設立された㈱スパ

イスレコーズ１社であります。い

ずれも、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間決算

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左  すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

 主として、移動平均法による

低価法 

②たな卸資産 

同左 

②たな卸資産 

同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～47年 

機械装置及び運搬具３～12年 

工具器具備品   ２～20年 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～65年 

機械装置及び運搬具４～12年 

工具器具備品   ２～20年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～47年 

機械装置及び運搬具３～12年 

工具器具備品   ２～20年 

 ②無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 ③長期前払費用 

 均等償却 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間連結会計期間の

負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

(会計方針の変更) 

 当連結会計年度より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影

響はありません。 

  ④ポイント引当金 

  ポイント制度に基づき顧客

へ付与したポイントの利用に備

えるため、将来利用されると見

込まれる額を計上しておりま

す。 

④ポイント引当金 

同左 

④ポイント引当金 

同左 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(5)消費税等の会計処理 

同左 

(5)消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

          ――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

          ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は19,718百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

          ――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――――  （中間連結貸借対照表） 

１．前中間連結会計期間まで「無形固定資産」に含めて表示しており 

 ました「営業権」（前中間連結会計期間148百万円）及び「連結調 

 整勘定」（前中間連結会計期間57百万円）は、当中間連結会計期間 

 から「のれん」とし、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲 

 記しております。 

２．前中間連結会計期間まで固定負債の「連結調整勘定」として掲記 

 されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示 

 しております。 

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「賃貸料収入」

（当中間連結会計期間は０百万円）及び「口座貸手数料収入」（当中

間連結会計期間は０百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することにいた

しました。 

 （中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間まで「連結調整勘定償却額」として掲記され 

 ていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」又は「負 

 ののれん償却額」として表示しております。 

２．前中間連結会計期間まで「減価償却費」に含めて掲記しておりま 

 した「営業権償却額」（前中間連結会計期間33百万円）は、当連結 

 会計期間から「のれん償却額」として表示しております。 

―――――――  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間まで「連結調整勘定償却額」として掲記され 

 ていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」と表示し 

 ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１．担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  326百万円 

     担保付債務 買掛金        8百万円 

※１．担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  607百万円

     担保付債務 買掛金       56百万円

※１．担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  436百万円

     担保付債務 買掛金       38百万円

※２．    ────── ※２．中間連結会計期間末日満期手形の処理 

   中間連結会計期間末日満期手形は、手 

  形交換日をもって決済処理をしておりま 

  す。従って、当中間連結会計期間末は、 

  金融機関の休日であったため中間連結会 

  計期間末日満期手形が以下の科目に含ま 

  れております。 

     受取手形           76百万円

     支払手形            93百万円

※２．    ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 0百万円

工具器具備品 2百万円

長期前払費用 0百万円

計 2百万円

建物及び構築物  6百万円

工具器具備品  0百万円

無形固定資産  0百万円

計  7百万円

建物及び構築物 1百万円

工具器具備品  6百万円

長期前払費用  0百万円

計   7百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加190株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 12,025,000 ― ― 12,025,000 

合計 12,025,000 ― ― 12,025,000 

自己株式     

普通株式（注） 9,565 190 ― 9,755 

合計 9,565 190 ― 9,755 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 

定時株主総会 
普通株式 180 15 平成18年３月31日 平成18年６月16日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月８日 

取締役会 
普通株式 180 利益剰余金 15 平成18年９月30日 平成18年12月14日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 8,075百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
―

現金及び現金同等物 8,075百万円

現金及び預金勘定      4,151百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
― 

現金及び現金同等物      4,151百万円

現金及び預金勘定      9,480百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
― 

現金及び現金同等物      9,480百万円

 ２．    ──────  ２．株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

 ２．    ────── 

    株式の取得により新たに株式会社モリ

ガングを連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに株式会社モ

リガング株式の取得価額と株式会社モリ

ガング取得のための支出（純額）との関

係は次のとおりであります。 

 

 流動資産      3,348百万円

固定資産      647百万円

のれん      538百万円

流動負債     △1,441百万円

固定負債     △1,797百万円

少数株主持分      △4百万円

株式会社モリガング 

株式の取得価額 
     1,291百万円

株式会社モリガング 

現金及び現金同等物 
△487百万円

差引：株式会社モリガ

ング取得のための支出
     804百万円

 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額

相当額 
6 287 311 605

減価償却

累計額相

当額 

3 129 306 439

中間期末

残高相当

額 

2 157 5 165

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円)

 

工具器

具備品 

(百万円)

 

無形固

定資産 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
19 225 19 264

減価償却

累計額相

当額 

11 125 17 154

中間期末

残高相当

額 

8 99 1 109

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
3 254 19 276

減価償却

累計額相

当額 

1 129 15 146

期末残高

相当額 
1 124 3 130

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 67百万円

１年超 100百万円

合計 167百万円

１年以内   52百万円

１年超    58百万円

合計    111百万円

１年以内    57百万円

１年超    74百万円

合計    132百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 79百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料   35百万円

減価償却費相当額   33百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料    126百万円

減価償却費相当額    119百万円

支払利息相当額  3百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当中間連結会計年度において、時価のない株式について46百万円減損処理を行っております。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に減損処理を行って

おります。 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 579 1,114 535 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 579 1,114 535 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 127 

合計 127 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 630 1,438 807 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 630 1,438 807 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 121 

合計 121 



 前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当連結会計年度において、時価のない株式について46百万円減損処理を行っております。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に減損処理を行って

おります。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 585 1,193 608 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 585 1,193 608 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 179 

合計 179 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売上

高 
25,246 24,983 8,314 2,876 3,144 64,566 ― 64,566 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 25,246 24,983 8,314 2,876 3,144 64,566 ― 64,566 

営 業 費 用 23,709 24,791 8,221 2,788 3,062 62,572 623 63,196 

営業利益 1,537 192 93 88 81 1,993 (623) 1,369 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売上

高 
25,581 21,765 14,463 3,362 2,967 68,140 ─ 68,140 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 25,581 21,765 14,463 3,362 2,967 68,140 ─ 68,140 

営 業 費 用 24,865 21,369 14,268 3,218 2,887 66,609 654 67,263 

営業利益 715 396 194 143 80 1,531 (654) 877 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売

上高 
58,724 52,266 32,469 5,904 6,337 155,703 ─ 155,703 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 58,724 52,266 32,469 5,904 6,337 155,703 ─ 155,703 

営 業 費 用 55,335 51,855 31,738 5,770 6,225 150,925 1,307 152,233 

営業利益 3,389 411 731 134 111 4,777 (1,307) 3,470 



（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

事業区分 主要商品 

玩具事業 男女児一般玩具等 

映像関連事業 映像・音楽ソフト等 

ビデオゲーム事業 ゲーム機、ゲームソフト等 

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等 

その他事業 雑貨、トレーディングカード等 

  
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項

目に含めた配賦不

能営業費用の金額 

623 654 1,307 
親会社本社の総務部門等管理部門

に係る費用であります。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,481円29銭

１株当たり中間純利益

金額 
70円93銭

１株当たり純資産額 1,641円15銭

１株当たり中間純利益

金額 
57円07銭

１株当たり純資産額 1,590円44銭

１株当たり当期純利益

金額 
188円97銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 852 685 2,270 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
852 685 2,270 

期中平均株式数（千株） 12,016 12,015 12,016 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   7,637   3,365 9,027   

２．受取手形 ※３ 1,425   1,453 1,116   

３．売掛金   17,910   16,260 20,611   

４．たな卸資産   5,830   6,306 4,906   

５．前渡金   2,279   4,195 3,420   

６．繰延税金資産   708   560 805   

７．関係会社短期貸付
金 

  645   2,680 480   

８．その他   816   752 976   

９．貸倒引当金   △49   △37 △143   

流動資産合計     37,203 90.9 35,536 85.8   41,200 90.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 1,118   1,150 1,099   

２．無形固定資産   431   800 633   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 716   1,076 1,010   

(2）関係会社株式   595   2,093 733   

(3）繰延税金資産   304   173 227   

(4）その他   632   654 630   

(5）貸倒引当金   △85   △82 △83   

投資その他の資産
合計 

  2,164   3,914 2,518   

固定資産合計     3,714 9.1 5,866 14.2   4,251 9.4

資産合計     40,917 100.0 41,402 100.0   45,451 100.0 

                  

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 431   266 283   

２．買掛金 ※２ 18,222   17,043 19,680   

３．未払法人税等   585   186 1,094   

４．賞与引当金   291   325 604   

５．その他   1,716   2,165 2,898   

流動負債合計     21,247 51.9 19,988 48.3   24,560 54.0

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   799   884 853   

２．その他   707   697 706   

固定負債合計     1,506 3.7 1,582 3.8   1,559 3.4

負債合計     22,754 55.6 21,570 52.1   26,120 57.5

            



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,751 6.7 － －   2,751 6.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   2,775   － 2,775   

２．その他資本剰余金   0   － 0   

資本剰余金合計     2,776 6.8 － －   2,776 6.1

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   235   － 235   

２．任意積立金   10,843   － 10,843   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,220   － 2,346   

利益剰余金合計     12,299 30.1 － －   13,425 29.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    346 0.8 － －   391 0.9

Ⅴ 自己株式     △10 △0.0 － －   △12 △0.0

資本合計     18,163 44.4 － －   19,331 42.5

負債・資本合計     40,917 100.0 － －   45,451 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  2,751 6.6  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   2,775   －   

(2）その他資本剰余
金 

  －   0   －   

資本剰余金合計    － －  2,776 6.7  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   235   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

任意積立金   －   12,703   －   

繰越利益剰余金   －   880   －   

利益剰余金合計    － －  13,819 33.4  － － 

４ 自己株式    － －  △13 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  19,333 46.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  498 1.2  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  498 1.2  － － 

純資産合計    － －  19,832 47.9  － － 

負債純資産合計    － －  41,402 100.0  － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     63,913 100.0 58,194 100.0   154,255 100.0 

Ⅱ 売上原価     56,119 87.8 50,882 87.4   136,791 88.7

売上総利益     7,794 12.2 7,311 12.6   17,464 11.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,369 10.0 6,584 11.3   13,937 9.0

営業利益     1,425 2.2 726 1.2   3,526 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   105 0.2 249 0.4   348 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   2 0.0 5 0.0   7 0.0

経常利益     1,528 2.4 970 1.7   3,868 2.5

Ⅵ 特別利益 ※３   57 0.1 4 0.0   73 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   49 0.1 5 0.0   156 0.1

税引前中間（当期）
純利益 

    1,535 2.4 968 1.7   3,785 2.5

法人税、住民税及び
事業税 

  538   169 1,562   

法人税等調整額   84 623 0.9 225 394 0.7 34 1,597 1.0

中間（当期）純利益     912 1.4 574 1.0   2,188 1.4

前期繰越利益     308 －   308 

中間配当額     － －   150 

中間（当期）未処分
利益 

    1,220 －   2,346 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 任意 

積立金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,751 2,775 0 2,776 235 10,843 2,346 13,425 △12 18,939 

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立て（注）           1,860 △1,860 －   － 

剰余金の配当（注）             △180 △180   △180 

中間純利益             574 574   574 

自己株式の取得                 △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 1,860 △1,465 394 △0 393 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,751 2,775 0 2,776 235 12,703 880 13,819 △13 19,333 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
391 391 19,331 

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立て（注）     － 

剰余金の配当（注）     △180 

中間純利益     574 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
107 107 107 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
107 107 501 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
498 498 19,832 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

 移動平均法による低価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物       ３～47年 

構築物      10～45年 

機械装置     ４～12年 

工具器具備品   ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間の負担

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

(会計方針の変更) 

 当事業年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17

年３月16日）及び「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

         ――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

         ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は19,832百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

         ――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加190株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,266百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,338百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,320百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  326百万円 

     担保付債務 買掛金        8百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  607百万円

     担保付債務 買掛金       56百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  436百万円 

     担保付債務 買掛金       38百万円 

※３     ────── ※３ 中間会計期間末日満期手形の処理 

中間会計期間末日満期手形は、手形交

換日をもって決済処理をしております。

従って、当中間会計期間末は、金融機関

の休日であったため中間会計期間末日満

期手形が以下の科目に含まれておりま

す。 

     受取手形           72百万円

     支払手形            93百万円

※３     ────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1百万円

受取配当金 11百万円

業務受託料収入 47百万円

受取利息  3百万円

受取配当金   13百万円

業務受託料収入 187百万円

受取利息 3百万円

受取配当金   17百万円

業務受託料収入 231百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円 支払利息 0百万円 支払利息 0百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 7百万円

営業補償金収入 50百万円

貸倒引当金戻入益 4百万円 投資有価証券売却益 17百万円

貸倒引当金戻入益   5百万円

営業補償金収入 50百万円

※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの 

工具器具備品除却損 2百万円

投資有価証券評価損 46百万円

建物除却損  4百万円

工具器具備品除却損  0百万円

無形固定資産除却損  0百万円

関係会社事業整理損 1百万円

建物除却損  0百万円

工具器具備品除却損  6百万円

長期前払費用除却損  0百万円

投資有価証券評価損 46百万円

子会社債権貸倒引当

金繰入額 
102百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 78百万円

無形固定資産 90百万円

有形固定資産   72百万円

無形固定資産   92百万円

有形固定資産    163百万円

無形固定資産    187百万円

 
前事業年度末株式数
（株） 

 当中間会計期間 
 増加株式数（株） 

 当中間会計期間 
 減少株式数（株） 

 当中間会計期間末 
 株式数（株） 

普通株式 （注） 9,565 190 ― 9,755 

合計 9,565 190 ― 9,755 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

車輌 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額

相当額 
6 270 311 587

減価償却

累計額相

当額 

3 116 306 426

中間期末

残高相当

額 

2 153 5 161

  

車輌 

運搬具 

(百万円)

 

工具器

具備品 

(百万円)

 

無形固

定資産 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
3 212 19 235

減価償却

累計額相

当額 

1 119 17 138

中間期末

残高相当

額 

1 93 1 96

  

車輌 

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
3 245 19 268

減価償却

累計額相

当額 

1 124 15 141

期末残高

相当額 
1 121 3 127

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 64百万円

１年超 98百万円

合計 163百万円

１年以内   47百万円

１年超   50百万円

合計    98百万円

１年以内    56百万円

１年超    72百万円

合計    129百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 75百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料   31百万円

減価償却費相当額   30百万円

支払利息相当額  0百万円

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 114百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,511円56銭

１株当たり中間純利益

金額 
75円96銭

１株当たり純資産額  1,650円61銭

１株当たり中間純利益

金額 
47円81銭

１株当たり純資産額  1,608円85銭

１株当たり当期純利益

金額 
182円14銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 912 574 2,188 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
912 574 2,188 

期中平均株式数（千株） 12,016 12,015 12,016 



(2）【その他】 

 第39期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）中間配当については、平成18年11月８日開催の取締

役会において、平成18年９月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録

質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額 180百万円

② １株当たりの金額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び

支払開始日 
平成18年12月14日



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第38期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月16日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

 平成18年６月20日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１８日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ハピネットの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１８日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ハピネットの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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